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R4年度（以降）の取組について（1/3）

カーボンニュートラルポートの形成

■港湾エリアにおける水素等サプライチェーン構築イメージ

2050年の脱炭素社会の実現を目指し、国や民間事業者等と連携しながら、カーボンニュートラルポート※

形成の取組を進めます。水素等の輸入拠点化や供給インフラの整備、埠頭における自立分散型電源確保、船
舶への陸上電力供給、荷役機械・トレーラー等の燃料電池化など、水素等のサプライチェーン構築、需要拡
大に向けた検討を進めます。
また、豊かな海づくり事業として、新本牧ふ頭における生物共生型護岸の整備、CO2を吸収する「ブルー

カーボン」としての機能を担う藻場・浅場の形成、市民に開かれた漁港の改修などの取組を進めます。

※ 国際物流の結節点・産業拠点である港湾において、水素等の大量輸入、貯蔵、供給、利用等を図るとともに、脱炭素化
に配慮した港湾機能の高度化、臨海部産業との連携等を通じて温室効果ガスの排出を港全体としてゼロにするもの

・カーボンニュートラルポート形成計画の作成に向けた検討
（温室効果ガスの削減目標、実現に向けた取組、ロードマップ等）
・水素等輸入拠点の形成に向けた検討
・船舶への陸上電力供給設備の設計
・カーボンニュートラルポート形成推進会議の開催による、国や
民間事業者等との具体的な取組の検討

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（
NEDO）からの受託調査として、臨海部における水素の製造・調
達や利活用のポテンシャルを調査するとともに、これらの実現可
能性や経済性を分析します。また制度面・ハード面における課題
整理等を行います。

【主な事業】

①水素利活用システム検討調査

②カーボンニュートラルポート形成の取組
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R4年度（以降）の取組について（2/3）

<藻場・浅場の形成>

<生物共生型護岸>

護岸の壁面に波を穏やかにするスリットを設け、上部
は日が差し込む構造、中には自然石を敷いて、海藻や海
生生物が生息する自然の岩礁を再現します。これにより、
海藻類が繁茂し、稚魚の成育や産卵の場としていきます。

アマモや貝類等が生息することで、赤潮の発生原因となる
窒素やリンを吸収し、水質を改善させます。また、稚魚の成
育や産卵の場となるほか、ブルーカーボンとして脱炭素化の
推進に繋がります。

・生物共生型護岸の整備（新本牧ふ頭整備）
・藻場・浅場の形成等
・市民に開かれた漁港の改修
・直売所や飲食スペースなど新たな
賑わい施設の設計、浮桟橋の改修等

・港内の海底ゴミの除去等
・海の環境改善活動の支援等
東京湾大感謝祭の開催支援等

カーボンニュートラルポートの形成

③豊かな海づくり
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R4年度（以降）の取組について（3/3）

カーボンニュートラルポート形成に向けた連携

【水素供給インフラ網の将来構想（イメージ）】
ENEOS株式会社 提供

カーボンニュートラルポートの実現には、様々な分野における関係者と連携して取組を進めていくこ
とが不可欠です。横浜市は民間事業者や大学と協定を締結し、産官学一体となって脱炭素社会の実現に
向けた取組を推進しています。

【水素燃料電池船（イメージ）】

日本郵船株式会社 提供

【海中ソーラー発電実験】

神奈川大学 提供

① ＥＮＥＯＳ株式会社との連携
水素の輸入・貯蔵・供給・利用というサプライ

チェーンの構築に向け、水素の輸入拠点化、パイプラ
インをはじめとする水素供給インフラ整備等について
連携して検討、推進します。

② 日本郵船株式会社等との連携
日本郵船株式会社、東芝エネルギーシステムズ株式

会社、川崎重工業株式会社、一般財団法人日本海事
協会、ＥＮＥＯＳ株式会社が進めている水素燃料電
池船の運航や船舶への水素燃料の供給などについて
連携して取り組み、2024年度頃の実証運航を目指
しています。

③ 神奈川大学との連携
同大学がみなとみらい２１地区に設立する「海とみ

なと研究所」と、海中ソーラー発電システム※など、
脱炭素社会の実現に向けた研究について協力し、進
めていきます。また、人材交流を通じて、高度な専
門知識を備えた人材の育成を行っていきます。

※ ソーラーパネルを海面下に設置することで、パネル冷却や汚れ防止、強風の影響を受けにくい等の利点がある。
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港湾施設における省エネルギー化

・公共港湾施設の省エネ化を推進するため、効果・費用などの
調査を行った上で、太陽光パネルや自立型水素等電源の導
入に向けた検討を実施する。

市所有船舶の脱炭素化に向けた検討

海面清掃業務を担っている清掃船「つばき」の老朽化による、
代替船の新造にあたり、脱炭素化に向けた検討調査・基本設
計を実施する。

・東扇島内貿埠頭（２１～２３号）や幹線５号道路におい
て、照明のＬＥＤ化を実施する。
※その他の施設についても２０３０年度までに完了予定

世界初のＥＶタンカー船の就航

昨年９月３０日に、旭タンカー株式会社及び東京電
力エナジーパートナー株式会社と「川崎港における電気
推進船の普及促進等に関する基本協定」を締結し、
世界初のＥＶタンカーを令和４年４月頃から運航す
る事業を協力して推進することとした。

【本市の役割】
ＥＶタンカーに給電する設備を設置するための港湾施
設の利用を許可するなど、事業の推進に支障がないよ
う協力する。
【期待される効果】
・電力供給システムが搭載され、災害時に供給可能
・CO2等のゼロエミッション化による環境負荷低減
・振動や騒音の低減による労働環境や港湾周辺環
境の良化
・類似事業の誘引効果等 給電設備設置場所

清掃船「つばき」

低炭素型荷役機械の導入促進

コンテナターミナルの利用事業者が所有するＲＴＧについて、
国庫補助を活用し、低炭素型への更新を促進する。

令和４年度（以降）川崎港のカーボンニュートラル化に向けた取組

協定締結式
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令和４年度（以降）のＣＮＰ形成に向けた取組の進め方

令和2年度

横浜港・川崎港
ＣＮＰ検討会

横浜港・川崎港
ＣＮＰ形成推進会議

・横浜港・川崎港
ＣＮＰのイメージを
整理

・横浜港・川崎港が
目指すべき姿の
とりまとめ

令和3年度

・具体的な取組の検討を
深化

・WGの設置
－モビリティ
－燃料サプライチェーン
－新産業

・横浜港・川崎港
ＣＮＰセミナー

・LNGバンカリング船への
陸上電力供給設備の
設計に着手

令和4年度以降

国土交通省（本省）における取組

グリーン成長戦略

施策の方向性

CNP形成計画策定マニュアル CNP形成計画策定マニュアル更新

CNP形成計画の取り組みに係るフォローアップ 輸入拠点港湾の検討
認証制度の創設 等

ほか

2050年カーボン
ニュートラルを宣言

・陸上電力供給
・低、脱炭素型荷役機械の導入
・コンテナターミナルにおける脱炭素型
荷役機械の実証実験
・船舶燃料の脱炭素化に向けた検討
・ブルーカーボンの推進

両港でＣＮＰ形成計画策定に向けた取組

各港で個別具体的な取組の実施

・具体的な取組の検討を深化
・両港の連携促進
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導入・拡大（水素燃料船等）

導入・拡大（LNG燃料船）

導入（CT・自動車ターミナル・クルーズターミナル）

拡大（ヤード照明・CFS・管理棟・上屋等）

導入（FC化）

導入・拡大
（コンテナ船・自動車船・クルーズ船）

順次適用ターミナル拡大

拡大

導入・拡大
（コンテナふ頭・自動車ふ頭）

導入・拡大

横浜港・川崎港におけるCNP形成に向けたロードマップ（素案）

検討
テーマ

取組内容

※ロードマップについては、関連する技術開発の動向や予算・法制度の状況等を踏まえ、更新していく。

短期 中期

新
産
業

モ
ビ
リ
テ
ィ

船舶の停泊時アイドリング
ストップ（陸上電力供給）

ヤード内の省電力化

DXによる物流の効率化

クリーンエネルギーの確保
（再エネ・水素発電等）

船舶燃料の低炭素・脱炭素化
（LNG燃料船・CN燃料船）

燃
料
サ
プ
ラ

イ
チ
ェ
ー
ン

CN燃料の輸入拠点整備

水素ステーション

ブルーカーボン

港湾工事の低炭素化
・脱炭素化

2021.4～横浜港南本牧において
CONPAS本格運用開始

荷役機械の脱炭素化

水素パイプライン

グリーン産業

長期

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現

2025 2030 2050

導入
（既存施設の有効活用）

F/S 実証
導入（既存施
設の有効活
用）

導入（新設）

導入（内航船（LNGバ
ンカリング船））

導入（ハイブリッド・水素レディ）

誘致・育成

実証・導入（総合評価落札方式・CO2吸収コンクリート等）

温
室
効
果
ガ
ス
46

%

削
減
に
貢
献

実証・導入（水素燃料船、EV船）

技術開発・実証（FC化）

ブルーインフラの活用

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

令和３年１０月７日
横浜港・川崎港ＣＮＰセミナー資料
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